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事業の状況、今後の展開等について 

 

 当社は、事業の現状、今後の展開等について、本日、下記のとおり株式会社名古屋証券取引

所に対し、名古屋証券取引所の株券上場廃止基準第２条の２第１項第３号に定める書面として

本書面を提出いたしましたので、お知らせいたします。 

本書面の提出により、平成 23 年９月 30 日までのいずれかの月において、月間平均上場時価

総額及び月末上場時価総額が所要額以上になったときは、名古屋証券取引所の株券上場廃止基

準第２条の２第１項第３号に規定する上場廃止基準に該当しないことになります。 

なお、平成 21 年１月末より平成 23 年 12 月末まで、所要額が３億円から１．８億円に変更し

て適用されております。 

 

当社では、下記「Ⅱ．今後の展開及び事業計画の改善」に記載した改善計画を推進すること

により業績の立て直しを図り、来期以降の黒字化をめざし市場からの評価を向上させ、今後も

名古屋証券取引所での上場維持に努めてまいる所存であります。 

なお、当社では、平成 23 年３月 11 日付開示の「第三者調査委員会設置のお知らせ」のとお

り、当社は第三者調査委員会を設置し、同調査委員会による過年度決算修正の対象となりえる

過去の事案に関する発生原因、経緯及び会計処理の調査、検討、再発防止に向けた改善策の提

言を行うことを目的とした調査を実施中であり、今後同調査委員会からの指摘事項及び提言等

により、追加の改善に向けた取り組み等が発生した場合は、別途開示にてお知らせいたします。 



Ⅰ．事業の状況 

１．事業の概要 

① 宅配中華事業 

当社グループの中核事業である宅配中華事業につきましては、都内において、「チャイ

ナクイック」の屋号にて中華のデリバリーサービスを展開し、平成 21 年 12 月末時点で

の店舗数は 14 店でありましたが、この 1 年において不採算店舗の閉鎖等により、平成

22 年 12 月末時点での店舗数は 8 店舗となっております。また、平成 21 年 12 月末時点

では従業員が 68 名在籍しておりましたが、本社関係従業員及び閉店に伴う店舗従業員の

退職により、平成 22 年 12 月末時点で従業員が 28 名まで減少しております。これらの結

果、当連結会計年度の売上高は 654,809 千円、営業損失は 150,155 千円となりました。

なお、宅配中華事業は株式会社 SPARKS がフランチャイザーであり、株式会社 prime 

construct が総代理店及びフランチャイジーとなっております。 

 

② 広告・出版事業 

    広告・出版事業につきましては、パレットメディア株式会社にて取締役２名により事

業を行っております。主な出版物は「夜デートスペシャルなび」（関東版年４回、関西版

年４回、東海版年２回、九州版年２回刊行）であります。当連結会計年度におきまして

は、既存取引先との堅実な取引量は確保できたものの、販売費及び一般管理費を補うこ

とができず、売上高は 220,606 千円、営業損失は 13,776 千円となりました。なお、業務

は外注先への委託となっており、仕入・販売先に関してもほぼ既存の取引先との取引で

あります。 

 

③ 飲食店プロデュース事業 

飲食店プロデュース事業につきましては、株式会社 prime construct にて取締役２名

により飲食店舗の内装工事の請負及び人材派遣事業を行っております。当連結会計年度

におきましては、個人消費の落ち込みから飲食店の設備投資減少が響くなど厳しい状況

が続き、売上高は 43,948 千円、営業損失は 826 千円となりました。なお、仕入・販売先

に関してもほぼ既存の取引先との取引が中心であります。 

 

２．業績の推移 

当社グループは、平成 21 年度において、平成 21 年５月 12 日効力発生の株式交換によ

り、株式会社 prime construct を完全子会社化、平成 21 年 12 月 21 日効力発生の株式交

換により、株式会社 SPARKS を完全子会社化しており、その間、株式会社データプレイス

を平成 21 年２月２日に非連結化、株式会社エアフォルクを平成 21 年 11 月 30 日に非連

結化しております。 

そのため、平成 21 年度において事業の内容が大きく変化しており、さらに、株式会社

SPARKS との株式交換は当社を完全親会社、株式会社 SPARKS を完全子会社とする株式交
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換でありますが、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準摘要指針第 10 号(平成 19 年 11 月 15 日 企業会計基準委員会)）上は逆取得に

該当し、平成 21 年度連結財務諸表はそれ以前の連結財務諸表と連続性がなくなっており

ます。 

上記記載の理由により、以下に記載する業績の推移は、平成 21 年度以降の推移であり、

平成 21 年度に関しては、連結損益計算書に関する項目は、当社及びパレットメディア株

式会社並びに prime construct の営業成績を反映しておりません。また、平成 22 年度の

数値に関しては、会計監査人の監査未了の数値となります。 

回次 第 12 期 第 13 期 

決算年月 平成 21 年 12 月 平成 22 年 12 月 

売上高 (千円) 1,108,659 919,364

経常損失（△） (千円) △402,641 △389,882

当期純損失（△） (千円) △254,933 △1,434,030

純資産 (千円) 64,863 △1,369,167

総資産 (千円) 1,377,103 217,026

自己資本比率 （％） 4.7 △630.9

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △135,134 △124,666

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △122,653 △12,501

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 253,226 96,713

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 54,110 13,656

期末従業員数 (名) 72（80） 32（55）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、一年間の平均人員を（）外数で掲載しております。 

 

３．財務の状況 

当社は、第 12 期事業年度に 392,901 千円、第 13 期事業年度に 399,464 千円の営業損

失を計上し、第 13 期末は 1,369,167 千円の債務超過状態となっております。資金面につ

きましては、営業キャッシュ・フローが 124,666 の減少であり、主に借入れによってお

ります。 

なお平成 23 年３月２日に 200,000 千円の借入れを実行しており、当社単体での当面の

運転資金を補える状況にございますが、子会社である SPARKS においては、平成 22 年 12

月期末現在において、短期借入金等が 348,332 千円、未払金等が 411,601 千円、訴訟損

失引当金 125,156 千円など多額の負債を抱えており、これらを借入金により返済するこ

とは現実的に困難であるため、株式会社 SPARKS のフランチャイズ契約により発生するロ

イヤリティ等を返済の資金とし、長期にわたる分割払い、債務の一部免除を交渉して参

ります。 

また、同社の代表取締役２名に対する長期未収入金に対する回収状況は第 12 期事業年
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度において 10,505 千円の回収となり、第 12 期事業年度末残高は 386,532 千円でありま

すが、当社株式の著しい下落等により担保カバー分が大幅に減少したため、貸倒引当金

を 337,260 千円計上しております。これにより会計処理上は回収懸念に対応済となりま

すが、残高を４年間で全額回収することは厳しい状況となっており、対応策を検討中で

ございます。 

なお、当社の旧子会社である株式会データプレイスに係る重畳的債務保証に関しまし

ては、平成 22 年 12 月期末現在、７社 436,854 千円の債務保証損失引当金を計上してお

りましたが、平成 23 年３月 15 日及び３月 18 日付開示のとおり、２社の債権者様と一部

債務免除を含む合意により、65,996 千円の債務免除益が発生しており、本日現在の重畳

的債務保証損失引当金は５社 367,001 千円となります。 

平成 23 年中の予定と致しましては、３社との合意を取り付けるため交渉予定であり、

227,235 千円の債務免除益を見込んでおり、残り２社とも早急に円満解決を図る予定で

あります。 

 

Ⅱ．今後の展開及び事業計画の改善 

  上記Ⅰ．事業の状況に記載のとおり、当社グループの中核事業は宅配中華事業であり、売

上高の 71.2％、営業損失の 37.6％を占めております。そのため、この事業を立て直すことが、

すなわち当社グループの事業再生と考えております。 

当社グループの宅配中華事業における今後の事業再生計画は以下のとおりであります。 

 

１．収益力の確保による損益の黒字化  

① 店舗数拡大による売上増加 

   平成 23 年度中に閉店した店舗と同一エリア（新宿四谷・銀座・北品川・東池袋）

をカバーすべく５月に２店舗、７月に２店舗の合計４店舗の出店を計画しており、

これらの施策により、月次売上高 25,000 千円の増加を図ります。 

② フランチャイズ展開 

   地方都市を中心にフランチャイズ展開を図り、ロイヤリティによる収益の拡大を

図ります。 

③ 新規顧客開拓 

     既存のチラシ配布による電話受注から、自社インターネット受注システムへのシ

フト化、法人向け営業、ランチタイムのテイクアウト売上拡大を図ります。 

④ ダブルブランドの確立 

   現在行っている中華料理宅配以外の料理による宅配ブランドを立ち上げ、新たな

収益事業の確立を図ります。 
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２．財務基盤の強化 

① 資本・資金の強化 

   借入・第三者割当増資等により資金増強を図り、新規店舗出店費用等を捻出する

と共に、資本の充実を図ります。 

② 債務免除要請 

   株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債務保証に係る債権者に対しては、

引き続き債務免除等の金融支援を要請し、債務超過圧縮に務めます。 

 

３．今後の業績見込みについて 

当社は、平成 23 年３月２日の平成 22 年 12 月期決算短信開示時において、ファイナン

ス計画の延長及び子会社の訴訟に関する修正後発事象等の発生により、新たな事業計画

及び資金計画を立てる必要性がある等の理由から、業績予想を決算短信に記載しており

ませんでした。本日、新たな事業計画及び資金計画を取締役会にて承認を得たことによ

り、それらを基にした平成 23 年度の業績予想を開示いたします。 

 

23 年 12 月期の連結業績予想（平成 23 年１月 1日～平成 23 年 12 月 31 日） 

（％表記は通期は対前期、第 2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭

第 2 四半期 

連結累計期間 
412 △22.3 △96 ― △126 ― 32 ― 134.37 

通期 
960 4.4 △106 ― △136 ― 154 ― 632.22 

 

23 年 12 月期の個別業績予想（平成 23 年１月 1日～平成 23 年 12 月 31 日） 

（％表記は通期は対前期、第 2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭

第 2 四半期 

累計期間 
37 △2.8 △14 ― △31 ― 128 ― 529.24 

通期 
74 0 △25 ― △42 ― 250 ― 1026.43 

※対前期比に使用している平成 22 年 12 月期数値は会計監査人の監査未了の数値です。 
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Ⅲ．上場維持に向けて 

当社は、前述の改善計画を積極的に推進することによって、損益の黒字化を目指し、市場か

らの評価を高め、株主からの協力を得ながら債務超過を解消し、時価総額を所定額以上に回復

させ、今後も名古屋証券取引所での上場維持に努めてまいる所存であります。 

以上 
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